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奈良県介護員養成研修（介護職員初任者研修課程）事業者指定要綱（案）及び
奈良県介護員養成研修（介護職員初任者研修課程）事業実施要領（案）の概要

本概要は、介護員養成研修（介護職員初任者研修課程）と、現行の介護員養成研修との主な相違点について整理したものである。

記

1 研修の課程と目的（要綱第２条関係）

介護員養成研修の課程は、介護職員初任者研修課程とする。

2 指定の要件（要綱第３条関係）
1 事業者の要件として、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団、暴力団員等でないこととする。
2 指定申請時に、指定要件を満たす旨の誓約書を提出。
3 指定申請時に以下の書類を提出するよう規定。
· 修了評価課題及びその回答

· 履歴事項全部証明書（申請者が法人である場合）

· ホームページにおける情報公開内容に関する書類

3 情報の公開（要綱第３条第２項、第４条及び第９条、別紙４関係）
研修の質向上のため、ホームページ上にて研修情報を公開するとともに、公開内容がわかる書類を、指定申請時及び事業計画届出書提出時に提出。
4 受講生の本人確認（要綱第４条、要領第４条関係）

受講申し込み受付時又は研修の初回講義時に、公的証明書（戸籍謄(抄)本、住民票、健康保険証、運転免許証、年金手帳等）により、受講生の本人確認を行う。

5 学則の記載内容（要綱第４条関係）

以下の内容を、学則に記載すること。

· 修了評価の方法

· 研修機関が公表すべき情報の開示方法（ホームページの内容等）

· 修了証明書の書き換え交付と再交付の取扱
6 講師要件（要綱第５条、要領第２条、別紙３関係）

4 講師に必要とされる実務経験は、３年以上とする。（資格取得前に介護等の業務に従事した実務経験期間も含む。）

5 講師１名につき、６教科まで担当可。（科目９「こころとからだのしくみと生活援助技術」のⅡ「生活支援技術の習得」については、複数教科をまとめて１教科とする扱い可）

6 助手（演習の受講生が２０名を超える場合に配置）として配置された場合の担当教科は、担当教科数の上限の対象としない。
7 研修カリキュラムと研修実施方法（要綱第６条、要領第４条及び第５条、別紙１及び別紙２－１関係）
7 研修カリキュラムは、科目１「職務の理解」を最初に行い、科目１０「振り返り」を最後に行う。
8 各科目の授業時間数は、要綱で規定するが、科目内の各教科の時間配分は、内容の偏りがないよう事業者が設定。
9 各教科における講義と演習の時間配分は、事業者が適切に設定。
8 通信の方法による研修の実施（要綱第６条、要領第６条、別紙２－２関係）
10 通信の方法により実施する教科と、その時間数について。
11 通信添削課題の内容、課題の配布方法、評価方法等について。

12 指定申請時に、通信添削課題とその回答を１種類以上提出。
このほか、必要な提出書類等について定める。
13 実習（要綱第６条、要領第５条及び第８条、別表２関係）
14 研修は、講義及び演習により行い、必要に応じて実習により行うことができる。
15 実習は、介護保険サービス事業所等にて実施可能。
16 実習により実施可能な時間数は１２時間まで。
このほか、実習に係る必要な提出書類等について定める。
9 　補講の扱いについて（要綱第６条、要領第９条関係）
17 補講方法は、原則として、以下の方法による。
· 同一内容の授業を別の日に新たに設定し、実施する方法

· 事業者が同時期に実施する他の研修の、同一内容の授業を受講させる方法

· 知事が指定する他の事業者が実施する研修の、同一内容の授業を受講させる方法

18 ①の方法によりがたい場合は、レポート提出による補講可能。（時間数の上限あり）

このほか、補講の実施に係る必要な提出書類等について定める。
10 　修了評価（要綱第７条及び第１１条、要領第１０条関係）
19 研修修了者の質の確保を図るため、修了評価を行う。
20 修了評価の方法については、学則に明記し、受講生へ周知。

21 修了評価は、必ず通学の方法かつ、筆記試験により実施。

22 事業者は、修了評価者を配置し、評価にあたらせる。修了評価者は、その者の経験、経歴などから、事業者がふさわしいと認める者を配置。
23 修了評価課題は、２種類以上作成し、随時課題の見直しを行う。
24 修了評価で不合格となった者に対して、必要に応じて補習を行った上で再評価を行い、受講生が到達目標に達するよう努める。

25 修了評価についてとりまとめた修了評価管理書類を、実績報告時に提出。
11 　研修科目の免除について（要綱第８条関係）
26 知事は、次の者については、研修の課程の全科目の免除することができる。

· 看護師・准看護師
· 介護職員基礎研修課程、訪問介護に関する１級課程又は２級課程修了者　等

27 上記の免除者は、免許証をもって修了証明書に換える扱いとし、知事名の修了証明書交付は行わない。

12 　事業休止の扱い（要綱第１３条第３項関係）
知事は、事業者が一定期間休止届を提出しない場合や、休止期間が一定期間以上に及ぶ場合は、事業者が研修を廃止したものと見なすことができる。

13 　書類の保存年限（要綱第１７条関係）
28 研修事業に関する書類は、研修終了日から起算して５年を経過する日まで保存。

29 修了者名簿の原本は、永年保存。


